
投資家と経営の対話がきっかけとなり誕生
した「2030年 当社グループのありたい姿」
プロジェクト。若手中心のメンバー構成で、
従業員の意識改革、行動変容につながる企
画立案を目指します。

　サステナビリティ経営を掲げる当社では、2020年から、
成果・貢献に直結する職務遂行能力と新たな価値を創出する
力を「人財価値」として捉え、それを中核に据えた「人財力主
義」の人事制度を展開しています。まさに企業の持続的成長と
中長期的な価値創造につながるものと考えています。
　「人財力」とは、成果発揮につながる行動や専門性の高い知
識・スキル、その基盤となる職務遂行能力、変革推進に向けた
エネルギーや学習行動、基盤となる性格・気質までの総合的な
力です。
　不確実性の高い環境のもとで、現状延長にとどまらない非
連続な成長の実現を通じ、未来を切り開くのは、あくまでも

「人」であることは言うまでもありません。そのため、中長期を
見据えた人的資本への投資に重点的に取り組みます。

“ありたい姿”を若手が動かす

　そのひとつの具体的な取り組み事例は、昨年11月に立ち上
げた「2030年 当社グループのありたい姿」プロジェクトです。
このプロジェクトを組成したひとつのきっかけは、昨年4月に

「2021〜2023年度  中期経営計画」を発表したときの当社経
営と投資家との対話にありました。
　「今回発表された中期経営計画では2030年までの長期の
方向性も出しているが、今後、グループ各社の経営を担ってい
く若手・中堅社員の意見がどれくらい反映されているか。トッ
プマネジメントと社外取締役だけの意見ということではすご
く心配である。実際に次代を担っていかれる従業員の声が反
映されているかが大事だと思う。」
　今中期経営計画においては、「こころ豊かなライフスタイル
をプロデュースし、地域と共生する個性的な街づくりを行う企
業グループ」という目指す企業像を設定しました。既存の強み
を拡張しながらポートフォリオを変革していく戦略的な方針を
端的に表現したものですが、一方では、将来の生活者や2030
年に当社を担っている若手の視点、社内浸透の観点が不足し
ていたことは否めません。
　そこで、「もっと若手を活かしてダイナミズムを生もう」と経
営が動きました。将来の生活者や社会の変化を起点に、社内
に対する従業員の意識変革・行動変容を促すメッセージとア
クションプラン策定に向け、社長直轄で若手中心にグループ
横断プロジェクトを組成しました。メンバーはダイバーシティを
意識し、男性4名・女性6名、年代ではZ世代2名を含む計10名
で構成されています。
　2021年度下期は構想フェーズとしてありたい姿抽出のた
めのリサーチ期間に充て、将来に向けた価値観や社会の変化
に関するインサイト収集のために、プロジェクトメンバー自ら、

20代を中心としたリアルな生活者および社内外の有識者総
勢50名超にデプス・インタビューを実施しました。また、ワーク
ショップも延べ25回（各回2時間）開催しました。
　これらのプロセスから得られた仮説をもとに、当プロジェク
トにおいてグループ従業員の意識変革、行動変容につながる
全員参画可能な企画を複数立案する予定です。

社長と従業員が直接対話する

　社長がマネジメント層だけではなく、グループ従業員と広く
直接対話する機会を可能な限り設けています。その一環とし
て本年4月下旬から5月上旬にかけて、意欲ある人が手を上げ
て自発的に参加するスタイルで社長との「キャッチボール・
ミーティング!」をオンラインで開催しました。ミーティング前半
では社長が自らの言葉で2022年度グループ戦略についてグ
ループ従業員に期待することを語り、後半は質疑応答の時間
を設け、タイトルどおり社長とグループ従業員が双方の思い
をぶつけあい、受け止め合う場となりました。参加者数は延べ
1,062名におよび、これまでにない熱量のある対話の場となり
ました。こうしたことが、想像以上の規模感で実現できたのは
デジタル化推進による働き方改革も大きな要素です。こうした
階層を越えたフラットでインタラクティブな対話の機会は、従
業員のWILLを育み、エンゲージメントの向上にもつながるも
のと考えています。

VALUE CREATION
JFRのインタンジブルズ

人
的
資
本
へ
の
投
資未来につなぐ、

価値創造の
原動力。

人的資本への投資

企業競争力の源泉はハードからソフト
へ、いわゆる「見えざる資産」に移ってき
ています。財務パフォーマンス以外で、
目には見えないが根源的かつ中長期的
な企業価値を左右する重要な経営資産
は「人的資本」です。
　コロナ禍を契機に変化が加速し、いま
起こっていることはまさに“ゲーム･チェ
ンジ”に他なりません。投資対象は有形
資産から無形資産にシフトするのは必
然の流れであるとも言えます。そして、そ
の無形資産の影響は長期にわたるとい
うことを認識することが重要です。人的
資本への投資はまさに人財という「資
本」の価値を最大限に引き出す重要な
プロセスとなります。
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専門人財を積極採用

　事業構造転換に対応するための人財アロケーションの適正
化に向けては、経営戦略と人財戦略との連動性をより強め、必
要な人財の確保をはかっていきます。
　具体的には、デジタルやデベロッパーなど新たな成長分野
に必要な専門スキル、経験、知識を有した即戦力のプロフェッ
ショナル人財のキャリア採用を積極的に実施します。2021年
度はホールディングス、百貨店のデジタル部門や、決済・金融
事業など、グループ合計で103名（前年度49名）のキャリア採
用を実施しました。
　また、子育てによって一度仕事から離れたものの、培った能
力を遺憾なく発揮してキャリアアップを目指す方を対象とした

「マザー採用」の取り組みを継続しており、2021年度（2022年
度入社含む）は6名採用しました。
　特に、ホールディングスにおいては社外の人財比率を、将
来的には50%まで高めることをイメージしています。

多様な価値観を尊重

　ダイバーシティ&インクルージョン、ワーク・ライフ・インテグ
レーションの実現により、イノベーション創出と生産性向上によ
る価値創造に取り組むことで 新たな事業機会を創出します。
　当社グループは、性別を問わず、個人の能力・適性・意欲等
に基づいて人財を活用しています。人財の多様性こそが企業
の競争力の源泉であり、多様な人財がお互いを尊重し建設的
な論議をすることで、異分子が結合し新たな価値を生み出し
ていくことが重要であると認識しています。
　特に女性が能力を発揮できる環境を整えるため、制度整備
と教育を推進しています。制度として、育児をしている女性へ
の支援制度を整備し、ライフステージの変化に影響されること
なく、継続して働き続けられる環境となっています。教育では、
管理職研修の実施や、仕事と育児の両立に取り組む短時間
勤務者を主な対象とした「JFR女性塾」などの研修を実施して
います。取締役についても、女性が社内出身1名と社外取締役
2名の計3名となり、女性比率は30%となっています。
　また、多様な社員が活躍できる職場環境を構築するため、
LGBTへの支援を強化しています。制度面では、「同性パート
ナーシップ規則」「性別移行支援休暇」を新設し、各事業会社
において、「LGBT相談窓口」を設置し、LGBTの社員が匿名で
相談できる体制を整えました。加えて、管理職研修の実施や、
全従業員を対象としたe-ラーニングの実施、社内イントラネッ
トでのLGBTページでの啓発など、全従業員の理解促進と、新
たな企業文化づくりにも積極的に取り組んでいます。

リーダーの育成

　2030年のグループのありたい姿の実現に向け、これをけん
引していく人財には、予測が難しく、変化の幅も大きい経営環
境のなかでも、ゆるぎない軸を持ち続けることが求められま
す。その軸となるのが、個々人の原体験に基づく「内発的動
機」と、それを起点とした「ライフパーパス」です。当社では、仕
事という実践の場を通じて、自身の「ライフパーパス」の達成
に向けて力強く取り組み、組織ひいては会社やグループ全体
の変革をリードしていく人財を育成すべく、2022年4月から新
たな選抜型研修「Ｔ３※プログラム」を開始しました。
　第１期生は、グループ各社より30代半ばから40代前半の男
女17名を選抜。研修前半は、歴史・哲学・宗教・自然科学・政治
経済などのリベラルアーツを集中的に学び、グループワーク
が中心となる研修後半では、グループ外の他社からの参加者
を交え、異なる視点や価値観に触れながら自身の内省・内観
を深めていきます。正解のない問いについて、事象をどう捉
え、何を感じ、どのような行動変容を起こしていくのか。自身の
内発的動機を礎に、自身で考え抜き、覚悟を持ってやり遂げら
れる人財を育てる活動を継続し、同志を増やし、グループ全体
の成長力につなげていきます。

「人財力」開発を加速する

　当社では、「人は仕事を通じて成長する」という考えのもと、
採用・配置・評価・育成の4つの要素を連動させ、成長のエンジ
ンとなるエネルギーを高め、人財の育成をはかっています。本

年度は、コロナ禍で停滞した教育・採用に関する予算を前年
度から倍増させることで人財投資を加速し、多様で自律した
人財基盤の構築を目指していきます。
　研修制度については、一律的な階層別研修はオンライン会
議システムなどの活用により、出席率の向上と効率的運用を
はかる一方、次期経営人財の育成を目指した「JFR塾」など選
抜型研修では、従来の人事部門による選定に加え、今年度か
らは各部門からの推薦や参加を自ら決める「手挙げ方式」も
導入し、新たな人財発掘につなげています。タフアサインや人
財交流などの配置も通じ、特に若手登用のスピードアップを
はかっていきます。
　また、既存従業員が今後予見されるビジネスモデルおよび
事業ポートフォリオの変革に対応できるよう、リカレント、リス
キリングの施策を検討・実施していきます。
　さらに、自ら学び、成長を果たすといった意志意欲に応える
機会の提供とともに、人財力の底上げをはかる観点から、事
業領域にとらわれない汎用性、応用性の高いスキルや知識の
習得を目指し、特にデジタル思考やリテラシー教育を重視した

「JFRカレッジ」を構築します。

JFR教育・採用費推移（百万円）

2018

227

2019

223

2020

175

2021

180

380

2022
見通し

JFRカレッジによる人財力向上

 女性活躍推進プログラム
 LGBT研修、アライ促進プログラム
 ハラスメント防止
 リベラルアーツ
 キャリアデザイン
 ライフプラン

ダイバーシティ＆
インクルージョン

ワークライフ・
インテグレーション

 デジタル（思考、リテラシー）
 語学
 専門職能（法務、財務、人事等）
 外部研修・セミナー派遣
 外部機関派遣
 資格取得支援（ITパスポート、宅建等）

専門スキル

 コンセプチュアルスキル
 ヒューマンスキル
 テクニカルスキル

ビジネス 
リテラシー

人財育成体系

社外キャリア
支援

キャリア面談

キャリア開発
研修

キャリア開発
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選抜型 階層別
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研
修
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途
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新入社員研修

JFRカレッジ

30才
33才
36才
39才

44才

49才

54才

59才

27才

事業会社
特有の

スキル研修

年齢

一人ひとりに
徹底して向き合う

同性パートナーシップ規則 「配偶者」に適用される諸規則等を 
同姓パートナーに適用

性別移行支援休暇 ホルモン治療や性別適合手術等の 
休暇制度の新設

LGBT相談室 各事業会社にLGBT専門の相談窓口を設置

管理職への研修 LGBTに関する研修を実施

全従業員への研修 LGBTに関するe-ラーニングを実施

イントラネットでの掲出 全従業員がいつでもLGBTについて 
勉強できるサイトを作成

LGBTへの取り組み

※2017年度および2018年度数値は大丸松坂屋百貨店実績

キャリア採用推移 （人）

2018※

13

2019

69

2020

49

2021

103

70

2022
見通し

2017※

5

女性管理職数・比率

2016

113

2017

134

2018

143

2019

153
190

2020

12.2
14.3 14.7

16.6
19.9

   女性管理職数（人）
  管理職に占める比率（％）
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女性活躍推進プロジェクト

　2022年4月、代表執行役社長直轄の「女性活躍推進プロ
ジェクト」を設置しました。各事業会社選出のメンバー（20代
から40代中心の男女）が、女性活躍推進における当社グルー
プの共通課題を抽出し、女性が個性と能力を十分に発揮でき
る環境づくりについて論議を重ねています。プロジェクトは代
表執行役社長に提言を行い、トップコミットメントにつなげて
いきます。
　当社グループは、本プロジェクトを通じて、多様な従業員が
活躍できる企業文化・組織風土を醸成していきたいと考えて
います。

　人財は投資によって価値を増幅する資本そのものです。そう
した認識のもと、事業ポートフォリオ変革を可能とする人財アロ
ケーションの見直しにスピードを上げて取り組んでいきます。

192

2021

21.3

※ T3： Transition To Transformation（個人の意識変容が、組織の変容につながる）

JFRのインタンジブルズ
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